
資料１ 

 

指定定期検査機関が行う特定計量器定期検査業務の基準 

 

（趣旨） 

第１条 この基準は、計量法（平成４年法律第 51 号。以下「法」という。）第 20 条第 

１項に基づく門真市の指定定期検査機関（以下「指定機関」という。）が行う業務に

関し必要事項を定めるものとする。 

（業務内容） 

第２条 業務内容は、次の各号のとおりとする 

   法第 19 条第１項に基づく定期検査のうち、計量法施行令（平成５年政令第 329

号。以下「政令」という。）第 10 条第 1項第 1号に規定する非自動はかり（政令

第５条第１号又は第２号に揚げるものを除く。）、分銅及びおもり（以下「検査対

象計量器」という。）の定期検査（以下「定期検査」という。）に関すること。 

   検査対象計量器を使用する者（以下「受検対象者」という。）にかかる実態調査

に関すること。 

   受検対象者に対する定期検査の通知に関すること。 

   定期検査を受検した受検対象者（以下「受検者」という。）に対する特定計量器

定期検査結果証明書の交付に関すること。 

   定期検査に合格しなかった検査対象計量器（以下「不合格計量器」という。）の

措置及び当該不合格計量器にかかる受検者への説明に関すること。 

   受検対象者に対する法第 16 条に規定する使用の制限にかかる説明及び指導に 

関すること。 

   定期検査を受検しなかった受検対象者に対する受検義務等の説明及び指導に

関すること。 

   受検対象者に対する検査対象器の使用方法の説明及び指導に関すること。 

   定期検査手数料等の徴収事務に関すること。 

   その他定期検査について特に必要と認めること。 

（定期検査の実施） 

第３条 指定機関は、定期検査を門真市が定めた定期検査実施計画に基づき行う。 

２ 定期検査の実施方法については、市が指定する区域（資料１－１「定期検査実 

区域を参照。」を、所在場所検査方式で実施する。 

３ 定期検査のうち、大型計量器（秤量１t以上のもの）・中型計量器（251 ㎏以上１ 

t 未満のもの）の定期検査実施時期は、市が指定する区域のうち、東地区実施年度 

とする。 

（定期検査の方法） 

第４条 定期検査の方法は、特定計量器定期検査規則（平成５年通商産業省令 70 号） 

に定める方法及び指定機関が門真市の認可を受けた法第 30 条に基づく業務規定に 

基づき行う。 
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（定期検査済証印等） 

第５条 指定機関は、定期検査に合格した検査対象計量器には、定期検査合格証（資

料１－２「検査用品等一覧表」（以下、「資料１－２」とする。）を参照。）を貼付す

る。 

２ 指定機関は、第１項の定期検査合格証を施錠可能な金庫等に保管するとともに合

格証印受払い簿（資料１－２を参照。）により管理しなければならない。 

（定期検査の結果等の報告） 

第６条 指定機関は定期検査に係る次の各号の報告書等を各号ごとに定める期日ま

でに作成し門真市に提出する。 

   定期検査業務作業報告書（資料１－２を参照。） 期日：業務実施日当日 

   定期検査業務月次報告書（資料１－２を参照。） 期日：業務実施月の末日 

２ 指定機関は、前項第１号から第２号までに定める報告のうち、定期検査業務作業

報告書で記録した計量器の有無ならびに合格年月日または交換や追加した計量器

の情報を、門真市が指定する定期検査台帳及び電子データベースに記録する。 

３ 指定機関は、その他必要な事項について門真市に報告する。 

（受検対象者の実態調査） 

第７条 指定機関は、資料４「計量器使用実態調査業務の基準」に基づき受検対象者

の実態調査を行う。 

（受検対象者への通知） 

第８条 指定機関は、受検対象者に対して、定期検査の実施する日の２週間前までに、

定期検査実施日の日時やその他必要事項を記載した書面（資料１－２を参照。）で

通知するものとする。ただし、やむを得ない場合は電話等による方法により通知す

ることができる。 

（特定計量器定期検査結果証明書の交付） 

第９条 指定機関は、受検者から定期検査の結果にかかる証明書の交付があった場合

には、特定計量器定期検査結果証明書を交付する。 

２ 指定機関は、前項の証明書を交付する場合は、当該証明書の交付を申請する者か

ら特定計量器定期検査結果証明書交付申請書の提出を受ける。 

（不合格計量器にかかる措置） 

第 10 条 指定機関は、不合格計量器に検定証印又は基準適合証印（以下「検定証印

等」という。）が付されているときは、その検定証印等を除去するとともに定期検査

不合格証（資料１－２を参照。）を貼付し、当該不合格計量器にかかる受検者に対し

て定期検査不合格票（資料１－２を参照。）を交付するとともに当該不合格計量器

の適正な措置について説明する。 

（使用の制限にかかる措置） 

第 11 条 指定機関は、法第 16 条第１項第１号及び第２号に該当するもの（以下「使

用の制限にかかる計量器」という。）を法第２条第２項で規定する「取引」又は「証

明」に使用するもの（以下「法第 16 条対象店舗」という。）を把握した場合は、当
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該法第 16 条対象店舗等に対し、法第 16 条に規定する使用の制限にかかる説明をす

るとともに使用の制限にかかる計量器の使用の中止を指導しなければならない。 

（未受検者の取扱い） 

第 12 条 指定機関は未受検者に対して、定期検査の意義及び受検義務等を説明し定

期検査の受検を促す。 

（計量器の使用方法の指導） 

第 13 条 指定機関は、受検対象者から受検対象計量器の適正な使用方法について質

問等があった場合には、適切な説明及び指導をしなければならない。 

（定期検査手数料等） 

第 14 条 定期検査手数料については、門真市手数料条例（平成 12 年３年 29 日門真

市条例第２号）に定める額とする。 

（定期検査手数料等の徴収） 

第 15 条 指定機関が行う手数料の徴収は、原則として検査を実施する際に現金で徴

収し、門真市が指定する計量器定期検査手数料領収書（資料１－２を参照。）を受検

者に渡すものとする。 

（定期検査手数料等の徴収後の収納処理） 

第 16 条 指定機関は、徴収した手数料を門真市歳入徴収者に領収書と併せて提出す

るものとする。 

２ 指定機関は、徴収した手数料を門真市歳入徴収者に提出するまでの間は、施錠可

能な金庫等に保管する。 

（手数料の徴収及び収納に係る諸帳簿の保存） 

第 17 条 指定機関は、手数料の徴収及び収納に係る諸帳簿を作成し、徴収及び収納

事務の処理状況を明らかにし、委託期間終了後５年間はこれを保存しなければいけ

ない。 

（職員） 

第 18 条 指定機関の本業務従事者は、門真市の指定機関であることを明示した身分

証明証（資料１－２を参照。）及び収入事務受託者証を携帯し、受検者等に明示する

こと。 

２ 指定機関は、本業務従事者に対する管理上の責任を負い、服務規律を維持して秩

序ある業務を行うこと。 

３ 指定機関の本業務従事者は、清潔な身だしなみに留意し指定機関の業務従事者で

あることを明瞭にすること。 

（門真市消費生活センターの使用） 

第 19 条 指定機関は、本業務のうち門真市が指定する業務は門真市消費生活センタ

ーにおいて実施する。 

２ 指定機関は、本業務以外に門真市消費生活センター及び付帯設備を使用してはな

らない。 

（門真市の検査設備等の使用及び管理） 
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第 20 条 指定機関は、門真市が所有する検査設備等を使用する場合は、当該検査設

備等に係る管理台帳を作成し、適切に管理しなければならない。 

２ 指定機関は当該検査設備等の引き渡しを受けたときは、速やかに借用書を提出し

なければならない。 

３ 指定機関は、貸代品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

４ 指定機関は、門真市が所有する検査設備等を使用する場合は本業務以外に使用し

てはならない。 

（検査用品等） 

第 21 条 前条のほか、本業務に必要な検査用品等については、原則として指定機関 

の負担とする。 

（事業計画等） 

第 22 条 指定機関は、毎事業年度開始前にその事業年度にかかる事業計画書及び収

支計画書を作成し、市長に提出しなければならない。これを変更しようとするとき

も同様とする。 

２ 指定機関は、毎事業年度経過後 30 日以内に、その事業年度の事業報告書及び収

支決算書を作成し、市長に提出しなければならない。 

３ 指定機関は、前項の収支決算書に係る諸帳簿等を作成し、委託期間終了後５年間

はこれを保存しなければならない。 

（費用負担及び損害賠償） 

第 23 条 門真市と指定機関との費用の負担及び損害賠償については、次の各号のと

おり取り扱うものとする。 

  検査設備等について、通常使用にする自然消耗に伴う修繕費用等は門真市が負

担するものとし、指定機関の責めに帰すべき事由による損耗等に伴う修繕費用等

は指定機関が負担するものとする。 

  指定機関は、本業務遂行に伴って指定機関の責めに帰すべき事由による、門真

市又は第三者に損害をもたらしたときは、その損害に対する賠償責任を負う。 

  指定機関は、損害賠償保険に加入しなければならない。 

  検査設備等のうち、車両運行に伴って自動車保険の対象となる対人・対物及び

車両の事故をもたらしたときは、指定機関はその損害に対する賠償責任を負い、

それを伴う一切の費用は指定機関の負担とする。 

  指定機関は、車両について自動車保険（任意保険）に加入しなければならない。 

（立入検査） 

第 24 条 門真市は、必要があると認めるときは、委託業務について門真市の職員に

立入検査させ、指定機関の検査技術及び諸帳簿を実地調査し、指定機関から所要の

報告を求め、または指定機関に対し必要な指示をすることができる。 

２ 前項の場合において、指定機関はその調査を拒み、妨げ、又は報告等を怠っては

ならない。 

（守秘義務） 
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第 25 条 指定機関は、本業務の履行を通じて知り得た相互の秘密を第三者に漏らし

てはならない。指定機関は、本委託業務の履行に当たる指定機関の業務従事者につ

いても同様の義務を負い、その責めを免れない。なお、本業務終了後も同様とする。 

２ 指定機関は、個人情報の取り扱いについて、漏えい、減失、毀損及び改ざん防止

のため適正な管理をしなければならない。また、業務上、やむを得ず個人情報のた

め複写、複製の必要があるときは、最小限とし、使用後は廃棄しなければならない。 

（情報セキュリティ対策） 

第 26 条 指定機関は、本業務に必要な電子データ等の使用にあたり、情報セキュリ 

ティ対策を徹底するために必要な措置を講じなければならない。 

（再委託） 

第 27 条 指定機関は、本業務の履行にあたり、本業務を第三者に再委託することは

できない。ただし、門真市の承認を得たものは、この限りではない。 

（引き継ぎ） 

第 28 条 本業務の終了に際し、門真市又は門真市が指定するものに、本業務の引き

継ぎ等を行わなければならない。なお、引き継ぎにかかる費用は指定機関の負担と

する。 

（協議事項） 

第 29 条 門真市と指定機関とは、次の各号に掲げる事象が生じた場合は双方誠意を

もって協議を行うものとする。 

  計量法令等の改正があった場合 

  計量法令等に関係する JIS 規格等の改正があった場合。 

  この基準に定めた事項及びそれ以外の事項について疑義が生じた場合。 

  その他市長が必要と認めたとき。 
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定 期 検 査 実 施 区 域 

 

奇数年度 

東地区 

偶数年度 

西地区 

朝日町     打越町 

大字打越    江端町     

大池町     大橋町     

沖町      上島町     

上野口町     

岸和田（１丁目～４丁目） 

北島町     大字北島 

北島東町 

北岸和田（１丁目～３丁目）    

北巣本町    五月田町     

四宮（１丁目～６丁目） 

島頭（１丁目～４丁目）            

下馬伏町    下島町     

常称寺町    城垣町     

巣本町     千石西町    

千石東町    常盤町     

大字野口    野里町     

東江端町    舟田町      

三ツ島（１丁目～６丁目） 

南野口町    宮野町     

宮前町     大字横地      

脇田町 

石原町    泉町 

一番町    大倉町 

垣内町    大字門真 

桑才町    桑才新町 

幸福町    寿町 

栄町     柳町    

小路町    新橋町 

末広町    月出町 

堂山町    殿島町 

中町     浜町 

速見町    ひえ島町 

東田町    深田町 

古川町    本町 

松生町    松葉町 

御堂町    向島町 

元町     柳田町 
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検査用品等一覧表  

１．名称及び使用用途  
NO  名   称  主な使用用途  

１  定期検査合格証  第５条第１項の規定に基づき検査対象計量器に貼付  

２  合格証印受払い簿  第５条第２項の規定に基づく管理の際に使用  

３  定期検査業務作業報告書  第６条の規定に基づき提出する資料  

４  計量器定期検査日報  定期検査業務日報の別紙提出書類１  

５  定期検査台帳  定期検査業務日報の別紙提出書類２  

６  定期検査業務月次報告書  第６条の規定に基づき提出する資料  

７  計量器定期検査月報  定期検査業務月報の別紙提出書類  

８  書面  第８条の規定に基づき通知する。  

９  定期検査不合格証  第９条の規定に基づき検査対象計量器に貼付  

10  不合格票  第９条の規定に基づき受検者に交付  

11  計量器定期検査手数料領収書  第 14条に規定する領収書  

12  身分証明証  第 17条の規定に基づき検査時に携帯するもの  

  

№２～８、12に掲げる書類は、受託機関が別に作成した書類に代えることができる。 
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２．検査用品等の仕様 

 NO.１ 定期検査合格証（計量器貼り付け用） 

 

 

 

 

 

大きさは、底辺 4.8 センチメーターで高さは 4.2 センチメーターとし、三角形の角

のアールはパイ 1.5 センチメーターの円弧とする。 

 

 

 

枠内内側を 

2026 年は紫色 

2027 年は赤色 

2028 年は橙色 

2029 年は青色（以下

繰り返し） 

で塗色し、市章は黒

文字、「年」「月」「門

真市指定定期検査機

関●●」は白抜きと

する。 

○のなかは検査

月を刻印する 

ベースは銀色で「合格」

文字は黒文字にする。 
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No.２ 合格証印受払い簿  

     年度合格証印受払い簿  

持 出 月 日 持 出 枚 数 返 却 枚 数 残 枚 数 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 

月   日  枚 枚   枚 
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 No.３ 定期検査業務作業報告書  

定期検査業務作業報告書  

  

   年   月   日  

  

門真市長 様  

 

所 在 地 

 

名   称 

 

代 表 者 名             

  

                                                         

  

定期検査業務（     年  月  日分）に関し、別紙計量器定期検査日報、定期検

査台帳のとおり業務を行いましたので、提出します。  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



年 月 日

時 分 ～ 時 分

戸

人 人 0 人

手動指示併用はかり

0円

１トン以下

検査実施区域

0円

500円

分　　　　銅

0円

※検査設備・機材の破損・不具合の状況その他特記事項を記入

（地区）

その他の指示はかり
（　　　　　　　　　　　）

0円
２５０㎏以下 900円

計

年度

曜日検査日

検査戸数

作業員

合      計

１００㎏以下 500円

その他の手動式はかり
（　　　　　　　　　　　　　）

１００㎏以下

0台

定量おもり 10円

定量増おもり 10円

0台 0円

業務時間

0円

0円
0円

１トン以下 2,100円 0円

10円

0円

ばね式指示はかり
５００㎏以下 1,500円

１００㎏以下

１００㎏以下 500円 0円
２５０㎏以下 900円 0円

0円

0円
2,100円 0円

500円 0円

等比皿手動はかり １００㎏以下 500円 0円

手動天びん １００㎏以下 500円 0円

直線目盛指示はかり １００㎏以下 250円 0円

棒はかり １００㎏以下 250円 0円

５００ｋｇ超え１トン以下 3,100円 0円

0円
５００ｋｇ以下 2,200円 0円

電気式はかり

１００㎏以下 1,400円 0円
２５０㎏以下 1,800円

備　考

種　別 ひょう量 単価 検査器数 内不合格

従事者 計量士

手数料

資料1-2　No.４　　　　　　　　　　　　　　　計　量　器　定　期　検　査　日　報

責任者 担　当 担　当 担　当

１００㎏以下 2,800円 0円電気式はかり（高精度）

0円
0円

５００㎏以下 1,500円 0円



No．５　定期検査台帳

電　　話 No.

業　　種

摘要

種    類 金　　額 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日

ひょう量（Max） 器物（製造）番号

精度等級 製造年

目量（e） 最小測定量（Min）（使用範囲の下限）

実目量（ｄ） 最大風袋量（加算式 減算式）

製造者 備　　考

種    類 金　　額 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日

ひょう量（Max） 器物（製造）番号

精度等級 製造年

目量（e） 最小測定量（Min）（使用範囲の下限）

実目量（ｄ） 最大風袋量（加算式 減算式）

製造者 備　　考

種    類 金　　額 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日

ひょう量（Max） 器物（製造）番号

精度等級 製造年

目量（e） 最小測定量（Min）（使用範囲の下限）

実目量（ｄ） 最大風袋量（加算式 減算式）

製造者 備　　考

種    類 金　　額 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日 　年　月　日

ひょう量（Max） 器物（製造）番号

精度等級 製造年

目量（e） 最小測定量（Min）（使用範囲の下限）

実目量（ｄ） 最大風袋量（加算式 減算式）

製造者 備　　考

名称・屋号

定 期 検 査 台 帳
資料１－２

住　　所

使　用　す　る　計　量　器 検　　　　査　　　　日

1

2

3

4



資料１－２  

No.６ 定期検査業務月次報告書  

定期検査業務月次報告書  

  

   年   月   日  

 

 門真市長 様 

 

所 在 地 

 

名   称 

 

代 表 者 名             

  
  

  
   

  定期検査業務に関し、      年   月に行った定期検査の結果について、別紙

計量器定期検査月報のとおり提出します。  



0円

検査月

年度

定量増おもり 10円 0円
0円

その他の手動式はかり
(                          )

２５０㎏以下 900円

手動指示併用はかり

ばね式指示はかり

合      計 0台 0台

１トン以下 2,100円 0円

10円 0円
定量おもり 10円 0円

0円

その他の指示はかり
(                       )

分　　　　銅

0円

0円
５００㎏以下 1,500円 0円

0円
１００㎏以下 500円 0円

５００㎏以下 1,500円 0円
１トン以下 2,100円 0円
１００㎏以下 500円

手動天びん １００㎏以下 500円 0円
１００㎏以下 500円 0円等比皿手動はかり

0円

１００㎏以下 500円 0円
２５０㎏以下 900円 0円

１００㎏以下 500円

棒はかり １００㎏以下 250円 0円
直線目盛指示はかり １００㎏以下 250円 0円

0円
電気式はかり（高精度） １００㎏以下 2,800円 0円

0円

電気式はかり
２５０㎏以下 1,800円 0円
５００ｋｇ以下 2,200円 0円

１００㎏以下 1,400円 0円

ひょう量 単価

５００ｋｇ超え１トン以下 3,100円 0円

検査を行った検査員氏名　一覧

種　別 検査器数 内不合格 手数料

※検査設備・機材の破損・不具合の状況その他特記事項を記入

資料１－２　　No．７　計量器定期検査月報　　　　計　量　器　定　期　検　査　月　報

検査実施区域 （地区）

年 責任者 担　当 担　当 担　当月度



資料１－２  

No.８ 書面  

                   

  

計量器定期検査通知書 

  

 計量法第 19 条の規定により、使用中の計量器

（はかり）の検査について下記のとおり実施します

のでお知らせします。  
 １．と き     月  日（  ）午前・午後  

 ２．場 所  計量器の所在場する場所(出張検査)  

 ３．対 象   取引･証明に使用するはかり      

４. 手数料  検査時に現金でいただきます 

 （門真市手数料条例：一部抜粋）  
(ア) 検出部が電気式のもの       

ひょう量                      手数料     
100kg 以下のもの             1,400 円   
100kg を超え 250kg 以下のもの     1,800 円   
[精度の高いはかり｛「ひょう量÷最小目盛」の値が  

１万を超えるもの｝ 100kg まで]     2,800 円    
(イ)検出部がアナログのもの  

   100kg 以下のもの                 500 円     
   100kg を超え 250kg 以下のもの        900 円     

(ウ)分銅・定量おもり・定量増おもり１個につき 10 円    
※その他については○○（表面の検査機関）にお問い合わせください。 

≪お願い≫  

◎ 上記の検査日が都合悪い場合は、○○(表面の

検査機関)までお知らせください。 

 ◎ は か り の 手 入 れ を し て お い て く だ さ い。  
 ◎ はかりが複数ある場合は１ヵ所に集めてください。   

 ◎ はかりが所在する場所と、この通知書のあて先

が異なる場合は、事前に○○(表面の検査機関)

までご連絡ください。 

 

   

              

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

  ○○○○○○○○○（受託機関名） 

〒〇〇〇  住所 ○○〇〇〇〇 
    

  
     

    

  

  

(表面) 

(裏面) 



資料１－２  

No.９ 定期検査不合格証（計量器貼付け用）  

 

  

大きさは、たて７センチメートル・よこ 5.9 センチメートルとする。  

  

No.10 定期検査不合格票  

  

 

たて 12.9 センチメートル×よこ 9.8 センチメートルとする。  

              
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

不 
  

 
  
格 
  

この計量器は検査の結果不合格に 

なったのでこのまま取引や証明に 

   

          
  

             
        

 
  

 
  市   

ベースは赤色 

 

 

抜きする。   

 

 

で記載する。   

        

全体は白地 

で「不合格 

票」を含む、 

その他記載 

文字も黒文 

字とする。   



１個あたり 合 計

能力 数量 手数料(円) 手数料(円)

100kg以下 1,400  

250kg以下 1,800  

500kg以下 2,200  

1トン以下 3,100  

    

   

１万分の１より
高精度

 

100kg以下  500  

250kg以下 900  

500kg以下  1,500  

1トン以下  2,100  

 

 

10  

印  10  

 10

電気式はかり

 

　　　分　　銅

　　　定量おもり

250

 

項 (02) 手数料
目 (03)

 商工手数料
節 (01) 計量器
定期検査手数料

□棒はかり
□直線目盛指示はかり

100kg以下

□手動天びん
□等比皿手動はかり
□その他の手動式はかり
（不等比皿・不等比台・
他）
□ばね式指示はかり
□手動指示併用はかり
□その他の指示はかり
（ばね式台・他）
□

機
械
式
は
か
り

ただし、門真市手数料条例による検査手数料

上記の金額領収いたしました

　資料１‐２

門 真 市  出 納 員

NO　０００００１

   用紙サイズ：１２８０ｍｍ×１９５０ｍｍ

 様

　門真市                    

細節  (01)  計量器定期検査手数料

千

金

円十百万

氏 名

令和   年   月   日

 収納事務受託者 合　　計

　　　定量増おもり 

 

    サンプル１枚目（ピンク色）

No.11　計量器定期検査手数料領収書(指定機関控）

非自動はかり・分銅及びおもり
ひょう量

種類
住 所

年度区分

会 計 名

令和     年 度 歳 入

(01)  一 般 会 計

款 (13) 使用料
及び手数料

現  金  取  扱  員



１個あたり 合 計

能力 数量 手数料(円) 手数料(円)

100kg以下 1,400  

250kg以下 1,800  

500kg以下 2,200  

1トン以下 3,100  

    

   

１万分の１より
高精度

 

100kg以下  500  

250kg以下 900  

500kg以下  1,500  

1トン以下  2,100  

 

 

10  

印  10  

 10

住 所

年度区分

会 計 名

令和     年 度 歳 入

(01)  一 般 会 計

氏 名

サンプル２枚目（クリーム色）

非自動はかり・分銅及びおもり
ひょう量

種類

 収納事務受託者 合　　計

　　　定量増おもり 

 
款 (13) 使用料
及び手数料

現  金  取  扱  員

ただし、門真市手数料条例による検査手数料

上記の金額領収いたしました

 

　　　分　　銅

　　　定量おもり

250

令和   年   月   日

　資料１‐２

門 真 市  出 納 員

 様

　門真市                    

細節  (01)  計量器定期検査手数料

千

金

円十百万

計量器定期検査手数料領収書（門真市控）

電気式はかり  

項 (02) 手数料
目 (03)

 商工手数料
節 (01) 計量器
定期検査手数料

□棒はかり
□直線目盛指示はかり

100kg以下

□手動天びん
□等比皿手動はかり
□その他の手動式はかり
（不等比皿・不等比台・
他）
□ばね式指示はかり
□手動指示併用はかり
□その他の指示はかり
（ばね式台・他）
□

機
械
式
は
か
り



１個あたり 合 計

能力 数量 手数料(円) 手数料(円)

100kg以下 1,400  

250kg以下 1,800  

500kg以下 2,200  

1トン以下 3,100  

    

   

１万分の１より
高精度

 

100kg以下  500  

250kg以下 900  

500kg以下  1,500  

1トン以下  2,100  

 

 

10  

印  10  

 10

 

項 (02) 手数料
目 (03)

 商工手数料
節 (01) 計量器
定期検査手数料

□棒はかり
□直線目盛指示はかり

100kg以下

□手動天びん
□等比皿手動はかり
□その他の手動式はかり
（不等比皿・不等比台・
他）
□ばね式指示はかり
□手動指示併用はかり
□その他の指示はかり
（ばね式台・他）
□

機
械
式
は
か
り

　資料１‐２

門 真 市  出 納 員

 様

　門真市                    

細節  (01)  計量器定期検査手数料

千

金

円十百万

計量器定期検査手数料領収書

電気式はかり

　　　定量増おもり 

 
款 (13) 使用料
及び手数料

現  金  取  扱  員

ただし、門真市手数料条例による検査手数料

上記の金額領収いたしました

 

　　　分　　銅

　　　定量おもり

250

令和   年   月   日

 収納事務受託者 合　　計

サンプル３枚目（白　　　　色）

非自動はかり・分銅及びおもり
ひょう量

種類
住 所

年度区分

会 計 名

令和     年 度 歳 入

(01)  一 般 会 計

氏 名



資料１－２  

No.12 身分証明証  

  

門真市指定定期検査機関  

 ○○○○○○○○○○○○(受託機関名)  

  

職員番号  ○○○○ 

 氏   名 〇〇〇〇 

 発行年月日 令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

 上記の者は当協会の職員であることを証明する 

 

 住  所  ○○○○○○○○ 

             （受託機関名） 代表 ○○○ ○○○ 

  

  

  

顔写真  

印 

 


